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被災者への「情報提供」の推進について 
（生活情報・生活再建関連情報） 

内閣府（防災担当） 

資料２ 
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１．東日本大震災における状況・課題等 

○ 次ページから14ページまで、情報提供 

 に関連するこれまの総務省等関係省庁の 

 資料、新聞報道等を掲載。 
  （内閣府（防災）にて一部加工） 



3 ※総務省「災害時における情報通信の在り方に関する調査結果」（平成24年）を内閣府にて一部加工 

半数以上が、行政情報の収集について、
不十分であったと回答している。 

（調査対象：東日本大震災の被災者及び 
       ボランティア等の活動者） 

災害時の行政情報の入手（収集）状況について（総務省調査①） 
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生活情報の収集についても、 
半数以上が不十分であったと 
回答している。 

災害時の生活情報の入手（収集）状況について（総務省調査②） 

※総務省「災害時における情報通信の在り方に関する調査結果」（平成24年）を内閣府にて一部加工 



5 ※総務省「第１回災害時等の情報伝達の共通基盤の在り方に関する研究会」（平成24年）を内閣府にて一部加工 

住民へ迅速かつ適確
な情報を確実に提供
することが重要。 

災害時の情報提供の不足（総務省調査③） 
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災害時の情報伝達等に関する高齢者への配慮（総務省調査④） 

※総務省「災害時における情報通信の在り方に関する調査結果」（平成24年）を内閣府にて一部加工 
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災害時の時間経過による特徴（総務省調査⑤） 

※総務省「第１回災害時等の情報伝達の共通基盤の在り方に関する研究会」（平成24年）を内閣府にて一部加工 
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防災情報（自然災害全般）に関する意識（内閣府調査） 

※出典：内閣府「防災に関する世論調査」の概要（平成26年）を一部加工 



9 

在宅避難時における問題点（内閣府調査） 

※出典：内閣府「避難に関する総合的対策の推進に関する実態調査結果報告書」（平成26年）を一部加工 
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県外避難者に対する情報提供（宮城県調査） 

※出典：宮城県「県外避難者ニーズ調査の結果について【概要版】」（平成25年） 
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【避難所生活者の推移】東日本大震災、阪神・淡路大震災及び中越地震の比較について 

（人） 

発災 

386,739  

246,190  

167,919  
147,536  

115,098 

88,361  

368,838  

216,963  

141,882  
130,008  

124,450  

94,199 

67,073  

41,143  

17,798  
8,646  

3,439  1,719  

38,598  

16,138  
7,379  2,468  921  

101,640  

58,922  42,744  

27,531  

21,899  

75,215  

35,643  

20,659  
7,583  3,432  

76,615 

34,741 

11,973 6,570 
0 

307,022 264,141 

230,651 
209,828 

77,497 

50,466 

35,280  22,937  
17,569  

0  
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１週間後 ２週間後 ３週間後 １か月後 ２か月後 ３か月後 ４か月後 ５か月後 ６か月後 ７か月後 

（全国）東日本大震災（2011/3/11）(注1) 

（３県：岩手・宮城・福島） 

東日本大震災（2011/3/11）(注1) 

避難所にいる避難者（全国） 

東日本大震災（2011/3/11）(注2） 

避難所にいる避難者（３県：岩手・宮城・福島） 

東日本大震災（2011/3/11）(注2） 

（全国）東日本大震災（2011/3/11）(注2) 

（３県：岩手・宮城・福島） 

東日本大震災（2011/3/11）(注2) 

中越地震（2004/10/23） 

阪神・淡路大震災（1995/1/17） 

※出典：被災者生活支援チーム「避難所生活者・避難所の推移」（平成24年）を一部加工 
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（出典） 東日本大震災に関しては上２段は警察庁の発表資料等を、下２段は当チームで行った調査結果 
     を、中越地震に関しては新潟県ＨＰを、阪神・淡路大震災に関しては「阪神・淡路大震災―兵庫県 
     の１年の記録」を参照。 

（１）中越地震について、避難所生活者が０になったのは発災から約２か月後。 
（２）阪神・淡路大震災について、避難所生活者（※２）が０になったのは発災から約７か月後。 ※２ 災害救助法に基づく避難所（避難所生活者） 
   平成７年８月１０日に応急仮設住宅４８，３００戸がすべて完成したことに伴い、８月２０日をもって災害救助法による避難所の設置運営は終了。 
（３）東日本大震災の３か月後の上２段の数値は６月１１日現在、下２段の数値は６月２日現在。東日本大震災の４か月後の上１段の数値は７月１２日現在、下２段の 
   数値は７月１４日現在。東日本大震災の５か月後の下２段の数値は８月１１日現在。東日本大震災の６か月後の下２段の数値は９月８日現在。東日本大震災の７か 
    月後の下２段の数値は１０月６日現在。                                   

  発災日 １週間後 ２週間後 ３週間後 １か月後 2か月後 ３か月後 ４か月後 ５か月後 ６か月後 ７か月後 

東日本大震災 
 

（平成２３年 
３月１１日） 

避難所数 
 

（）内は、 
３県（岩手・宮城・福島） 
における避難所数 

― 

2,182 
 

（1,874） 

1,935 
 

（1,335） 

2,214 
 

（1,240） 

2,344 
 

（1,063） 

2,417 
 

（897） 

1,459 
 

(799) 

― 
 

(536) 

― 
 

(334) 

― 
 

(112) 

― 
 

(73) 

避難者数(※1) 
 

（）内は、 
３県（岩手・宮城・福島） 
における避難者数 

20,499 
 

（1,198） 

386,739 
 

（368,838） 

246,190 
 

（216,963） 

167,919 
 

（141,882） 

147,536 
 

（124,450） 

115,098 
 

（94,199） 

88,361 
 

(67,073) 
― ― ― ― 

避難所にいる避難者 
(公民館・学校等) 

（）内は、 
３県（岩手・宮城・福島） 
における避難者数 

― ― ― ― ― ― 
41,143 

 
(38,598) 

17,798 
 

(16,138) 

8,646 
 

(7,379) 

3,439 
 

(2,468) 

1,719 
 

(921) 

避難者数(※2) 
 

（）内は、 
３県（岩手・宮城・福島） 
における避難者数 

― ― ― ― ― ― 
101,640 

 
(75,215) 

58,922 
 

(35,643) 

42,744 
 

(20,659) 

27,531 
 

(7,583) 

21,899 
 

(3,432) 

中越地震 
 

（平成１６年 
１０月２３日） 

避難所数 275 527 234 146 94 0 ― ― ― ― ― 

避難所 
生活者数 

42,718 76,615 34,741 11,973 6,570 0 ― ― ― ― ― 

阪神・淡路 
大震災 
（平成７年 
１月１７日） 

避難所数 ― 1,138 1,035 1,003 961 789 639 500 379 332 0（※） 

避難所 
生活者数 

― 307,022 264,141 230,651 209,828 77,497 50,466 35,280 22,937 17,569 0（※） 

東日本大震災、中越地震及び阪神・淡路大震災の避難所数・避難者数（避難所生活者）の推移について 

※出典：被災者生活支援チーム「避難所生活者・避難所の推移」（平成24年）を一部加工 
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※東京新聞 
2011年３月14日 朝刊 



14 ※東京新聞 2011年３月14日 朝刊 
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２．法令等の規定（現状）について 

  

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

災害対策基本法（抄） 

（情報の収集及び伝達等）  

第五十一条  指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他
の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な
施設の管理者（以下「災害応急対策責任者」という。）は、法令又は防災計画の定
めるところにより、災害に関する情報の収集及び伝達に努めなければならない。 

２  災害応急対策責任者は、前項の災害に関する情報の収集及び伝達に当たつては、
地理空間情報（地理空間情報活用推進基本法 （平成十九年法律第六十三号）第二条
第一項 に規定する地理空間情報をいう。）の活用に努めなければならない。  

３  災害応急対策責任者は、災害に関する情報を共有し、相互に連携して災害応急対
策の実施に努めなければならない。  

○ 地方公共団体の長等は、法令・防災計画の定めるところにより、災害 
 に関する情報の収集、伝達に努めなければならないと規定されている。 
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（避難所における生活環境の整備等） 

第八十六条の六 災害応急対策責任者は、災害が発生したときは、法令又は防災計画

の定めるところにより、遅滞なく、避難所を供与するとともに、当該避難所に係る

必要な安全性及び良好な居住性の確保、当該避難所における食糧、衣料、医薬品そ

の他の生活関連物資の配布及び保健医療サービスの提供その他避難所に滞在する被

災者の生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 （避難所以外の場所に滞在する被災者についての配慮） 

第八十六条の七 災害応急対策責任者は、やむを得ない理由により避難所に滞在する

ことができない被災者に対しても、必要な生活関連物資の配布、保健医療サービス

の提供、情報の提供その他これらの者の生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

○ 避難所はもとより、在宅避難などの被災者に対しても情報提供 
 を行うよう努めなければならないと規定されているが、情報提供 
 すべき内容や方法等については必ずしも明確となっていない。 
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「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」（抄）（平成25年８月） 

９被災者への情報提供等 
（１）通信手段の確保 

被災者への情報提供や被災者相互の安否確認、避難所外被災者の情報入手を行うため、避難所に

ラジオ、テレビ、電話、ファクシミリ、パソコン等の通信手段を確保すること。 
（２）被災者の必要性に即した情報提供等 

①被災者が必要とする情報は、1)避難誘導段階、2)避難所設置段階、3)避難所生活段階、4)応急

仮設住宅設置段階、5)応急仮設住宅生活段階等、災害発生からの時間の経過に伴い、刻々と変
化していくことから、被災者の必要性に即した情報を的確に提供すること。 

②応急仮設住宅における生活段階等、災害発生から一定の時間が経過した段階において、恒久住

宅の建設計画等に関する情報等、被災者が将来に希望を持って安心して生活ができるような情報
を提供すること。 

③市町村から避難所や地域への情報提供ルートを確立すること。一方で被災地の市町村の避難

所の状況、被災者数、避難所内の問題等を市町村から都道府県へ情報提供できるような体制を確
立しておくことが望ましいこと。 

○ 内閣府（防災）の「指針」では、被災者の必要性に即した情報の 
 的確な提供や、避難所・地域への情報提供ルート等を規定。 
○ 具体的な情報の内容、情報の収集方法、情報拠点など、市町 
 村等が実際に検討する際に参考となり得る事項の規定はない。  
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（３）要配慮者等への情報提供 
①市町村の避難所運営支援班と連携し、各避難所へ専門的支援者が派遣等された際、避難所にい
る要配慮者に対して、専門的支援者が派遣された旨の情報提供を行うこと。 
②障害児者への情報提供に当たり、障害児者(支援)団体やボランティア団体と連携し、情報提供
を行うこと。特に視覚障害児者をサポートする人の配置等の配慮が必要であること。 
③障害児者等には情報が伝達されにくいことから、避難者の状態に応じ、例えば、次の方法に
よるなど伝達の方法を工夫すること。 
・聴覚障害児者に対しては掲示板、ファクシミリ、手話通訳や要約筆記、文字放送等 
・視覚障害児者に対しては点字、音声等 
・盲ろう者に対しては指点字、手書き文字等 
・知的障害児者、精神障害児者、発達障害児者、認知症者に対しては分かりやすい短い言葉、
文字、絵や写真の提示等 
④視覚障害児者、聴覚障害児者、盲ろう者は、仮設住宅、就労支援等の自立に向けた支援等の情
報の取得が難しい面もあるので、被災地における障害児者団体のコミュニティ等を通じて、障害
児者同士がそういった情報を得られる環境・場の設定や体制作りを検討すること。 
⑤外国人については、日本語を解せない者や、被災地の地理や事情に不慣れな者もおり、必要な
情報を得ることが困難と考えられることから、ボランティア等の協力も得ながら、必要に応じ
て、可能な限り多様な言語やひらがな・カタカナ等のわかりやすい言葉による情報提供、絵や写
真の提示など、多様な手段により情報提供がなされるよう配慮することが望ましいこと。 

○ 「指針」では、要配慮者等に対しては、避難者の状態に応じた情 
 報伝達の方法等についての具体的な内容が規定されている。 
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被災者が必要とする情報に迅速にアクセスできる仕組みづくり（案） 
 大雨豪雨、竜巻被害での課題なども含め、被災者の立場に立った正確で必要な情報への迅速な
アクセスが十分に機能し、必要な支援が早期に受けられるよう情報拠点の整備も含め、以下につい
て検討する。 
 ①被災者にとって必要となる情報は何か 
 ②被災者が必要とする情報を、誰がどこで、どのように情報を吸い上げ、判断するか 
 ③被災者に正確かつ迅速に提供するための方法（被災者台帳の活用、HP、SNS等） 

情報 
弱者 

 
 
 

在宅 
被災者 

②ニーズ集約 
情報アクセス 

（避難所内での相
談窓口の設置） 

 ③個別のニーズに即した適切な情報提供 
（被災者台帳の活用等による個別のアプローチ等） 

関係機関等 
（インフラ・通信・医療・保険・就業・教育 他） 

要配慮者 
（高齢者・障
害者等） 

避難所
被災者  

○市町村（出張所） ○避難所 ○消防機関（消防団） 
○郵便局  ○コンビニエンスストア  
○災害ボランティアセンター 

 被災者 

○地方自治体のホームページ 
○被災者支援の ポータルサイト 

 情報拠点（集約・提供） 

地域拠点 

バーチャル上の拠点 

①被災者が必要とする情報 
食料・水の配給、インフラや通信の復旧、 
行政サービス、保健医療、銀行、住宅、 

就業、教育  他 

③
連
携 

出典：「被災者に対する国の支援の在り方に関する検討会（第１回）」 



20 

避難所生活において必要な情報（内閣府調査） 

※内閣府「避難に関する総合的対策の推進に関する実態調査結果報告書」（平成25年）を一部加工 

 

東日本大震災時に避難所生活

において被災者が必要とした
情報（回答数順） 

①災害に関する情報 

②水、食料や生活物資の配給 

③水道、ガス等のライフライン  

 復旧の見直し 

④家族の安否 

⑤避難所の後の住まい 



21 

（１） 災害発生後に被災者が必要とする情報の内容 
 ○ 被災者の「生活確保」・「生活再建」に向け、どのような情報をどのような段階で 
   提供することが必要か。また、その優先順位についてどう考えるか。 
  （例） 
    ① 水、食料や生活物資の配給、 
    ② 水道、ガス等のライフライン復旧見通し、 
    ③ 保健医療サービスの実施状況、 
    ④ 就業、教育等公共サービスの実施状況、 
    ⑤ 住まいに関する支援状況、 
    ⑥ その他生活再建支援施策 
 
（２）被災者が必要とする情報を、誰がどこで、どのように情報を吸い上げ判断するか 
 ○ まず、「各市町村の災害担当職員」が対応することが考えられるが、災害時の状 
  況によっては対応出来ない場合が想定。この場合誰がどのように対応すべきか。 
 
  （例）避難所の「情報班」、市町村の社会福祉協議会の活用等が考えられる。 

 

３．主な検討課題と今後の対応について 
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（３） 情報拠点・周知方法等 
 ○ 大災害の発生時には、避難所や市町村の庁舎などに多くの被災者が集まること 
  が予想されることから、まずは、「避難所」の掲示板や「地方公共団体ホームペー 
  ジ」等を活用し、必要な情報を迅速・的確に情報提供していくことが考えられる。 
 
 ○ 一方、避難所や市町村庁舎における「適切」かつ「必要な」業務の実施、在宅生 
  活が可能な住民が避難所等に足を運ぶことなく身近なところで必要な情報を入手 
  できるようにすることが重要と考えるが、どうか。 
 
 ○ このため、具体的に、どのような場所（情報拠点）でどのように情報提供を行うこ 
  とが考えられるか。 

 

 （例） 関係業界等と連携し、「コンビニ」、「郵便局」等を活用することが考えられる。 

      （２５ページ以降の取組事例参照） 

   

３．主な検討課題と今後の対応について 
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（４） 住民への事前の周知等 
 ○ 大災害が発生する前から、地方公共団体において、避難場所や指定避難所に 
   関する情報などに加え、災害時の生活関連情報、支援施策等について、ホーム 
   ページ等により、事前に住民に周知しておくことについて、どう考えるか。 
 
 ○ 国（内閣府）においても、地方公共団体における情報提供等が適切に行われる 
   よう、必要な施策を講じていく必要があると考えるが、どうか。 
    さらに、国のホームページ等を活用し、「自助」の重要性、自助・共助・公助の役 
   割分担、インフラの対応状況、災害時の生活確保・生活再建支援策等について、 
   高齢者等を含め、わかりやすく情報提供していくことが重要と考えるが、どうか。 

    

   

３．主な検討課題と今後の対応について 
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（５） ボランティアの活用 
 ○ 大規模災害発生時には、被災者への情報提供に係る市町村の職員自身が 
   被災する場合などを想定し、他部局の職員の応援のほか、事前にボランティアを 
   登録するなど事前に取り決めを行い、避難所等における情報提供については 
   ボランティアが従事する体制を構築することも考えられるが、どうか。 
 

（６） 被災者からの情報収集 
 ○ 被災者から、直接寄せられる情報については、だれが、どのように情報を収集・ 
   整理するかを取り決めておく必要があると考えられるが、どうか。 
 
（７） 被災者からの相談 
 ○ 被災者からの生活再建に係る相談について、どのような仕組みで対応すれば 
   よいかを取り決めておく必要があると考えられるが、どうか。 

    

   

○ これら課題について、今後、幅広い関係者を交えて検討し、地方
公共団体が活用できるような具体策を整理することが考えられる。 

３．主な検討課題と今後の対応について 
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取組事例 

１  （郵便局）災害時の情報ステーションの設置【石川県加賀市】 

  市と郵便局との間で協定を締結し、災害時に避難所開設状況及び避難者リスト等の情報

提供を行うとともに、配達などの業務により、被害情報を収集し、市へフィードバック 

  

 ○加賀市内の郵便局の特徴 

   ① 市内に均等に配置されている 

   ② 地域の実情を熟知している 

   ③ 郵便局長会のほぼ全員が防災士 

   ④ 配達用に災害に強い二輪車を保有 

   ⑤ 既設の電話が災害時有線電話 
 

ポストには海抜表示板を設置 
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取組事例 

２  （コンビニ）災害時帰宅支援ステーション事業【関西広域連合等】 

大規模災害により、交通が途絶した際に、協定を締結している事業者の店舗（コンビニ、

ファーストフード等）にて、水やトイレの提供を行うとともに通行可能な道路等の情報を提供。 

 

 

「災害時帰宅支援」 
ステーションステッカー 

○協定事業者（計 27社） 
 ① コンビニ事業者（10社） 
 ② 外食事業者（13社） 
 ③ その他（ドラッグストア、ディスカウントストア等：４社） 
 
○登録店舗数：9,338店舗 
 
○対象地域 
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、徳島県、 
三重県及び奈良県 （京都市、大阪市、堺市及び神戸市の 
４政令市を含む） 

 ※上記は、関西広域連合（平成24年11月時点）のもの。現在は八都県市（東京都、神奈川県、

埼玉県、千葉県、横浜市、川崎市、さいたま市、千葉市）の他、全国に拡大している。 
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取組事例 

３  （マンション）高層マンションにおける防災対策【東京都品川区】 

 居住者、管理組合等を対象とし、「地震災害用ハンドブック（下記表参照）」を作成。災害時
エントランスロビーに情報掲示板を設置し、共用施設の情報、ライフライン情報を掲示。 

 安否確認 

住民は災害発生の際、「安否情報確認表」に状況を記入して防災センターに提出。
居住者台帳と照らし合わせる。 

震災時の協力 

震災時に居住者から最大限の協力を得るため、居住者が取得している資格・特殊技
能・経験・得意作業等について記入した「震災時協力プロファイル表」を作成。 

介添え必要者の把握 

年齢的あるいは身体的理由等により、自力での歩行および避難が困難な居住者を、
事前に防災センターにて登録。登録は随時。 

避難場所 

震災時に、物理的および心理的な理由で部屋に戻ることができない居住者のため、
マンション内に居住者用一時待機仮設避難場所を設置。受入れ基準あり。 

備蓄非常食糧等の配給 

「保存飲料水・非常用食料等引換券」との引換えによる配給を行う。各世帯での備蓄
による対応を基本としている。 


